
  （番号）　岩泉町災害復興まちづくり推進事業（防災・安全）
平成29年度　～　平成30年度　（2年間）

復興まちづくり計画策定等に伴い、地域住民の参画による合意形成を図る。また、町民と行政が行動マニュアル等を共有し災害に対応していく体制を構築する。

行動マニュアル・防災ハザードマップに関する説明会の開催数（自主防災組織数）

事後評価の実施体制、実施時期

　平成31年３月

　町のホームページ

交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 個別施設計画 備考

種別 種別 対象 間接 H29 H30 H31 H32 H33 策定状況

74

69

74

69

Ｂ　関連社会資本整備事業（該当なし）

事業 地域 交付 直接 個別施設計画 備考
種別 種別 対象 間接 H29 H30 H31 H32 H33 策定状況

合計 0

Ｃ　効果促進事業（該当なし）

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H29 H30 H31 H32 H33

合計

番号 備考

69 百万円 0 百万円 0 百万円 0 0.0%

社会資本総合整備計画（市街地整備） 令和元年５月　日

計画の名称 重点配分対象の該当
計画の期間 交付対象 岩泉町

計画の目標

台風第10号による災害を受け、集落形成や防災対策など今後の復興まちづくりに向けた計画を策定するとともに、地域防災計画の見直しを図り、持続あるまちづくりを推進する。
また、上記計画に基づき、町民と行政が一体となり災害対策に行動していくための行動マニュアル等を策定し、地域防災力の向上を図り災害に強いまちを実現する。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

（H29当初） （H30末）
復興まちづくり計画策定等に伴う地域懇談会の開催集落数

0 － 10

0 － 6

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
Ａ Ｂ Ｃ

74 百万円

69 百万円

74 百万円 0 百万円

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

Ｄ
効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

交付対象事業

0 百万円 0 0.0%

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

費用便益比
（事業箇所） （延長・面積等）

事業者
要素となる事業名 事業内容

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）
費用便益比

（延長・面積等）

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名

事業実施期間（年度）

事後評価

合計

全体事業費

（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

岩泉町 直接 岩泉町 都市防災総合推進事業（岩泉町） 復興まちづくり計画策定等 岩泉町

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

公表の方法　岩泉町役場内で実施

1-A-1 防災 過疎



Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業（該当なし）
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H29 H30 H31 H32 H33

合計

番号 備考

事業効果の発現状況、目標値の実現状況

10

15

6

6

目標値と実績値に
差が出た要因

・計画よりも多くの集落で懇談会を開催することができた。

・計画通り事業を実施することができた。

復興まちづくり計画策
定等に伴う地域懇談会
の開催集落数

行動マニュアル・防災
ハザードマップに関す
る説明会の開催数（自
主防災組織）

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

目標値と実績値に
差が出た要因

事業内容
市町村名

事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
 （必要に応じて）

・地域住民懇談会、説明会を開催したことで町民と行政が合意形成を図ることができた。

（面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者

Ⅱ定量的指標の達成状況

Ⅰ定量的指標に関する交付対象事業の効果の発現状況

要素となる事業名
（事業箇所）

・引き続き復興まちづくり計画に基づき町民と行政が一体となり地域防災力を高めていく。

特記事項（今後の方針等）



（参考図面等）市街地整備

岩泉町災害復興まちづくり推進事業（防災・安全）

平成29年度　～　平成30年度　（２年間） 岩泉町

《平成２９年度》

■岩泉町災害復興まちづくり計画の策定

■地域防災計画の見直し

《平成３０年度》

■行動マニュアルの策定

　・風水害行動マニュアル

　・地震津波行動マニュアル

　・業務継続計画（ＢＣＰ）

■防災ハザードマップの作成

計画の名称

計画の期間 交付対象


